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ABSTRACT: The paper describes the damage assessment of houses due to the 2001 

Southern Peru earthquake tsunami, which occurred on 23 June, 2001. The authors analyzed 

7 damage data, focusing on the evaluation of strength of a house subjected to a tsunami 

wave load. Concrete-block type houses are analyzed, which are one-story ones, and are 

located at Camana town along the coastline from La Punta to Los Cerrillos. After applying 

the theory of previous research, we identify the strength of a wall by computing the 

distribution of the tsunami wave pressure on the wall exposed to an inundation height.  

 

キーワード： 2001年ペルー南部地震津波、家屋被害、津波波圧算定式、Camana 

 

1.はじめに  

 2001年6月23日20時30分（GMT）にリマ南東595kmを震源とした 4.8wM の地震津波が発生し、これ

により26人の死者および64人の行方不明者が発生した1)。その大きな原因としては、海岸線近傍に位置

する家屋の甚大な津波被害が挙げられる。このような家屋に対する津波荷重評価に関しては解析ならび

に実験を通して多くの研究知見が得られている。津波に晒された家屋群の津波被害率に関して羽鳥2)は

1983年日本海中部地震津波によって大きな被害を受けた秋田県八森町滝ノ間・浜田地区における木造家

屋被害を3段階の被害形態に分け、それらと浸水深との関係を示しており、本分野における先駆的な知見

を与えている。更に、首藤3)は、既往の地震津波被害データを用いて構造別の家屋被害の分類と浸水深

の関係を示しており、松冨・首藤4)は1993年に発生した北海道南西沖地震津波で得られた家屋被害デー

タを基に、その構造種別ごとの被害の程度と浸水深の関係を示している。松冨・他5)はタイのKhao Lak
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とPhuket島において発生した2004年インド洋大津波における鉄筋コンクリート造の建物の津波被害と浸

水深の関係を示している。松冨・他6)は2004年インド洋大津波においてBanda Aceh周辺で発生した津波氾

濫流の流速と浸水深の関係を示している。越村・他7)は2004年インド洋においてBanda Aceh周辺で発生し

た家屋被害を対象とし、リモートセンシングデータを活用した家屋の津波被害関数の構築手法や適用性

について提案している。庄司・谷8)は2006年ジャワ島南西沖地震津波における家屋の被害規模と浸水深

の関係を実被害データを用いて検証している。 

 このような家屋被害を踏まえ、家屋に作用する津波波圧を実被害から検証することは極めて重要であ

る。その一例として、庄司・他9)は2006年ジャワ島南西沖地震津波を対象とし、インドネシアのPangandaran

西海岸およびCilacap東部を中心とした海岸沿いの5つの被害家屋に対して朝倉・他10)による津波波圧の算

定式の妥当性を検証している。このような流れを踏まえ、本研究では2001年ペルー南部地震津波を対象

として、中埜・朴11)、12)の方法論にのっとり、家屋の損傷状況から津波波圧を逆同定し、既往の研究にお

いて示されている津波波圧の算定式の妥当性を検討する。 

 

2.分析対象データ 

 本研究では図1に示すような2001年ペルー南部地震津波を対象として、Camana市内のLa Puntaならびに

Los Cerrillosの海岸沿いにおいて特徴的な被害が発生した7棟の家屋の被害データに対する分析を行った。

その際には、構造形式としてコンクリートブロック造を対象とし、1戸建てかつ1階建てである家屋、な

らびに入り口の開口部が海岸線に向いている家屋のみを対象とした。対象家屋の位置と津波浸水深を示

すと図2のようになる。また、実際に精査した家屋の被害を図3にそれぞれ示す。 

図1 ペルー南部地震の震源および被災地 

図2 対象家屋の位置及び浸水深（m） 

対象家屋の位置

浸水深2.6m
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 図3 被災家屋の事例 

         

 

    (1) 構造部材番号1      (2)構造部材番号2           (3)構造部材番号3 

      

    (4) 構造部材番号4      (5)構造部材番号5        (6)構造部材番号6 

図4 津波被害を受けた構造部材の損傷状況（単位はinchと記載したもの以外全てmm） 
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表 1 分析対象とする構造部材の構造諸表 

3. 津波耐力の算定方法 

 本章では、調査を行った7つの家屋の中から表1および図4に示す通り、合計6つの構造部材を取り上げ、

それらの構造部材の寸法、材料から津波耐力の推定を行った。その際には、漂流物の影響を受けていな

いと推察され、さらに損傷時の耐力が容易に推定できる単純な構造部材を選定し、それらを以下に示す2

つの損傷モードの観点から分析した。 

 

 

 

 

3.1.1 タイプ1の損傷モード 

 海岸線と直行方向の壁に津波作用によりせん断ひび割れが生じ、それらが部材全体に貫通した結果壁

に損傷・崩壊が生じる場合のせん断耐力  を次式より求めた。 

AV uu       (1) 

Aは津波作用を受けた構造部材の断面積であり、せん断応力度  に関しては一律に        と仮定した。

この仮定は中埜11)が適用した仮定と同様の数値である。 

 

3.2 タイプ2の損傷モード 

 海岸線と平行で向かい合っている壁に損傷が生じた場合には、レンガと目地モルタル間の引張により

曲げ損傷が生じるメカニズム(損傷メカニズム1)と、レンガと目地モルタル間のせん断によりせん断損傷

が生じるメカニズム(損傷メカニズム2)の2通りが考えられる。 

 損傷メカニズム1の場合には、引張耐力  を次式で求めた。 

gb wHBT )(2      (2) 

ここで、wは部材厚、Bは部材幅、Hは部材高さを示す。また、レンガと目地モルタル間の引張に関する

接着強度は日本建築学会「補強コンクリートブロック造設計基準・同解説1997」13)に基づき           
 

と仮定した。 

損傷メカニズム2の場合には、せん断耐力  を次式で求めた。 

s

bb wHBV )(2      (3) 

ここで、真田・他14)によるレンガと目地モルタル間のせん断強度測定実験による結果から、せん断に関

する接着強度は  
           と仮定した。 

 

3.3 耐力算定結果 

a) 構造部材1 

 分析対象とする構造部材はCamana、La Puntaの海岸沿いに位置するコンクリートブロック造であり、

津波作用により壁が抜けている。この構造部材の損傷形態はタイプ2と考えることができる。損傷メカニ

ズム1に基づくと、引張耐力  は                                             と求められる。 

 また、損傷メカニズム2に基づくと、せん断耐力  は                                        

      と求められる。 

構造部材番号 部材高(m) 部材幅(m) 浸水深(m) 部材厚(m) その他データ
1 2.35 3.50 2.60 0.16 -

2 2.60 3.20 2.60 0.16 -

3 2.60 3.60 2.60 0.15 -

4 0.65 4.95 2.81 0.16 浸水深は2001年調査時のデータ（越村・他）
5 2.20 3.30 2.28 0.16 壁厚は写真より仮定
6 2.50 2.80 2.28 0.16 壁厚は写真より仮定
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表 2 津波被害より逆算されたせん断耐力 

b) 構造部材2 

 分析対象とする構造部材はCamana、La Puntaの海岸沿いに位置するコンクリートブロック造であり、

壁の一部を残して崩壊している。この構造物の損傷モードはタイプ2と考えることができる。損傷メカニ

ズム1に基づくと引張耐力  は、                                             と求められる。 

 また、損傷メカニズム2に基づくと、せん断耐力  は                                        

      と求められる。 

c) 構造部材3 

 分析対象とする構造部材はCamana、La Puntaの海岸沿いに位置するコンクリートブロック造であり、

津波作用で壁が抜けている。この構造物の損傷モードはタイプ1と考えることができる。この壁のせん断

耐力  は式(1)を用いて、          
                       と求められる。 

この構造物の損傷モードはタイプ2とも考えることができる。損傷メカニズム1に基づくと引張耐力  

は、                                             と求められる。また、損傷メカニズム2に

基づくと, せん断耐力  は                                            と求められる。 

d) 構造部材4 

 分析対象とする構造部材はCamana、Los Cerrillosの海岸沿いに位置するコンクリートブロック造であ

り、壁が一部を残して崩壊している。この構造物の損傷形態はタイプ2と考えることができる。ただし、

壁の上面および片面が拘束されていないため、以下の引張耐力  およびせん断耐力  の算定に当たって

は式(2)および式(3)を修正して適用する。ここで、損傷メカニズム1に基づくと、引張耐力  は

                                          と求められる。また、損傷メカニズム2に基づくと、

せん断耐力  は                                         と求められる。 

e) 構造部材5 

 分析対象とする構造部材はCamana、Los Cerrillosの海岸沿いに位置するコンクリートブロック造であ

り、壁にひび割れが生じている。この構造物の損傷モードはタイプ1と考えることができる。この壁のせ

ん断耐力  は          
                       と求められる。 

f) 構造部材6 

 分析対象とする構造部材はCamana、Los Cerrillosの海岸沿いに位置するコンクリートブロック造であ

り、壁の一部が損傷している。この構造物の損傷モードはタイプ2と考えることができる。損傷メカニズ

ム1に基づくと引張耐力  は、                                             と求められる。

また、損傷メカニズム2に基づくと、せん断耐力  は                                       

      と求められる。 

 

 

 

 

構造部材番号 仮定した損傷モード(損傷モード番号)
せん断耐力

(kN)

浸水深
η (m )

逆算された
波圧分布

η ’(=aη )
パラメータ

a

タイプ2、損傷メカニズム1(崩壊)(1-1) 449.28 台形 6.75 2.59

タイプ2、損傷メカニズム2(崩壊)(1-2) 168.48 台形 3.26 1.26

タイプ2、損傷メカニズム1(崩壊)(2-1) 445.44 台形 6.76 2.60

タイプ2、損傷メカニズム2(崩壊)(2-2) 167.04 台形 3.35 1.29

タイプ1(崩壊)(3-1) 216.00 台形 4.24 1.63

タイプ2、損傷メカニズム1(崩壊)(3-2) 446.40 台形 6.16 2.39

タイプ2、損傷メカニズム2(崩壊)(3-3) 167.40 台形 3.12 1.20

タイプ2、損傷メカニズム1(崩壊)(4-1) 215.04 台形 7.14 2.54

タイプ2、損傷メカニズム2(崩壊)(4-2) 80.64 台形 2.88 1.02

5 タイプ1(損傷)(5) 211.20 2.28 台形 4.22 1.85

タイプ2、損傷メカニズム1(損傷)(6-1) 407.04 台形 7.18 3.15

タイプ2、損傷メカニズム2(損傷)(6-2) 152.64 台形 3.48 1.52
6 2.28

2 2.60

1 2.60

4 2.81

3 2.60
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構
造
部
材

津波 maxaH 

maxga

max

maxa

z

津波

以上、a)～f)の合計6つの構造部材に対して、逆算された津波耐力をまとめると表2になる。なお、この表

には当該構造部材の立地地点における最大浸水深またはそれらから最近傍において計測された最大浸水

深、および後述する津波荷重評価の結果を併せて示している。 

 

4. 津波荷重評価と考察 

 構造部材に作用する津波の水平波圧は、朝倉・他10)によって次式が提案されている。 

)()( max zagzpx       (4) 

ここで、 
 
は最大遡上水深η

 a 
の場合の進行方向の津波の波圧(    )、 は海水の単位体積質量(    )、z

は当該地盤面からの高さ(m)である。 は水平波圧指標と呼ばれ、非分裂波の周期が短い場合   とな

ることが朝倉らにより提案されている。本研究では、構造部材の仮定した損傷モードより求められた津

波耐力と津波による水平波力が等しくなった場合に、構造部材に損傷・崩壊が生じたと仮定する。式(4)

を次式のように変形し、最大遡上水深η
 a 

を計測した浸水深とみなすことにより水平波圧指標(以下係数

 と呼ぶ)を逆算する。 

)(
1

max

z
g

p
a x 


    (5) 

 表2に示した構造部材のせん断耐力相当時における浸水深η =aη
 a 

を式(5)ならびに図5の波圧分布に基

づき求める。ただし、η が構造物の高さHを越える場合は、η の上限をHとし、図5(2)のように台形の波圧

分布を仮定する。 

以上より、表2には逆算されたη ならびに係数 を示す。図6には本研究により得られた結果と庄司・他
9)の2006年ジャワ島南西沖地震津波の際の家屋等構造物の被害を示す。更に、図7にはスリランカならび

にタイの家屋等構造物の津波被害データに基づいて中埜11)が算出した結果を示す。また、本研究におい

ては、壁が一部損傷しているものを損傷、壁の大部分あるいはすべて崩壊しているものを崩壊と定義し

図中に示す。 

 朝倉・他10)の算定式におけるa=3は構造物の部材の被害・無被害を分ける境界値であることを示してお

り、この算定式は内閣府による津波避難ビル等に係るガイドライン15)で採用されている。 

 本研究で新たに算出した係数aの値を見てみると、図6(1)のように部材番号6-1が係数a  よりやや大き

い数値を示しているが壁に損傷が生じている。しかし、部材番号6-1以外はa  以下で損傷または崩壊が

生じている。すなわち、津波耐力が乏しいと推定される構造部材が実際に損傷・崩壊しており、式(4)に

よる部材に作用する津波波圧算定は本調査データに基づくと妥当であると考えられる。 

 

 

 

 

 

図 5 最大遡上水深    と構造部材の高さ H, 波圧分布  の関係 

(1)   aη
 a 

の場合 (2)   aη
 a 

の場合 

構
造
部
材

津波
maxa

maxaH 

max

maxga

z
津波
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5. 結論 

 本研究では、2001年ペルー南部地震津波による7か所の家屋被害データを用いて、家屋等構造物の壁部

材の津波耐力を求め、朝倉・他10)による津波波圧の算定式の妥当性を検討した。その結果、1つの部材以

外、津波耐力が乏しい部材に関しては算定式による津波波圧の評価通り、実際に損傷・崩壊が生じてい

ることが明らかになった。 
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